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平成１７年度「民間委託等の取組に関する実施計画」について（概要）

平成１７年４月 行政経営推進室

「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成14年11月）に基づき、平成16年4月に策」
定した「民間委託等の取組に関する実施計画（平成16年度～平成20年度 」について、各）
部局等における平成16年度の取組実績及び平成17年度から平成20年度までの実施計画の
見直し結果を取りまとめました。
今後、各部局等において、民間委託等の効果について点検し、必要に応じて委託内容

等について見直しを行うとともに、見直し後の実施計画に基づき、着実に民間委託等を
実施していくこととしています。

１ 取組期間
平成16年度から平成20年度までの５年間

２ 取組実績（平成16年度）

（１）民間委託
新たに民間委託を行ったものが18件、既に行っている民間委託のうち、拡充を行

ったものが7件、委託手法等の見直しを行ったものが7件と、合計で32件の取組を行
いました。
これにより県（職員）が直接、事務事業を実施した場合等と比較して、平成16年

度には、県全体で54.39人工の業務量の縮減と、約2億400万円相当の行政コストの縮
減効果がありました。

（２）民営化等
16年度策定の当初計画どおり、新たに1件の民営化を行いました。
これにより、県（職員）が事務事業を実施した場合と比較して、0.65人工の業務

量の縮減と、45万円相当の行政コストの縮減効果がありました。

（３）継続実施による累積効果（見込み）
上記(1)及び(2)の取組に継続して取り組むことにより、平成16年度から平成20年

度までに、累積では10億円相当の行政コストの縮減効果が見込まれます。

平成１６年度における行政コスト等の縮減 平成１６年度～平成２０年度区 分 実施件数
人工 千円 の累積の経費縮減(千円)（件） 業務量( ) 経費等( )

民間委託の実施 新 規 (19) 18 △ 44.25 △ 126,701 △ 650,726
拡 充 ( 7) 7 △ 10.14 △ 26,029 △ 88,309

民 間 委 託 の 見 直 し ( 5) 7 △ 51,808 △ 259,040
計 (31) 32 △ 54.39 △ 204,538 △ 998,075

民 営 化 等 の 実 施 ( 1) 1 △ 0.65 △ 450 △ 2,250
合 計 (32) 33 △ 55.04 △ 204,988 △ 1,000,325

注１ （ ）は、平成16年度の当初計画における件数です。
「 」 、 、 （ ）２ 人工 とは 業務量を捉える単位で 県職員１人当たりの年間業務量 2,080時間
を「1.0人工」相当と算定しています。
３ 「経費等」には、行政コストとして捉えることができる「退職給与引当金」相当の
コスト等も参入しています。
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３ 実施計画（平成17年度～平成20年度）

（１）民間委託
平成17年度から平成20年度までの4年間で、新たに18件の民間委託を行い、既に行

っている民間委託のうち、3件について拡充を行い、36件について委託手法等の見直
しを行います。
これにより県（職員）が直接、事務事業を実施した場合等と比較して、県全体で

は23.26人工の業務量の縮減と、約3億5,200万円相当の行政コストの縮減効果が期待
されます。
また、平成17年度から平成20年度（21年度）までの4年間に実施することを目標と

して、新規実施18件、拡充1件について、民間委託を検討します。

（２）民営化等
平成17年度から平成20年度までの4年間で、新たに7件の民営化等を行います。
これにより、県（職員）が事務事業を実施した場合と比較して、193.57人工の業

務量の縮減と、14億7,200万円相当の行政コストの縮減効果が期待されます。

平成１７年度～平成２０年度の行政コスト等の縮減区 分 計画件数
（件） 業務量 人工 経費等（千円）（ ）

民間委託の実施 新 規 ( 4) 18 △ 20.97 △ 202,490
拡 充 ( 4) 3 △ 2.29 △ 25,100

民 間 委 託 の 見 直 し (30) 36 △ 124,411
民間委託の検討 新 規 (16） 18

拡 充 ( 1) 1
計 (55) 76 △ 23.26 △ 352,001

民 営 化 等 の 実 施 ( 2) 7 △ 193.57 △1,472,209
合 計 (57) 83 △ 216.83 △1,824,210

４ 当初計画（１６年度策定）との比較

（ ） 、 、当初計画 １６年度策定 と見直し後の計画では 民間委託と民営化等の合計で
取組件数が25件、業務量の削減効果が178.94人工、経費の削減効果が15億円、それ
ぞれ増加しています。

民営化等の実施 合 計民 間 委 託 の 実 施 等
当初計画 件 数(件） 69 3 72

業務量削減 人工 △ 64.39 △ 28.54 △ 92.93（ ）
（Ａ） 経 費 削 減 千円 △ 1,075,899 △ 239,556 △ 1,315,455（ ）
見直し後 件 数(件） 89 8 97
の計画 業務量削減 人工 △ 77.65 △ 194.22 △ 271.87（ ）
（Ｂ） 経 費 削 減 千円 △ 1,350,076 △ 1,474,459 △ 2,824,535（ ）
増 減 件 数(件） 20 5 25

業務量削減 人工 △ 13.26 △ 165.68 △ 178.94（ ）
Ｂ－Ａ 経 費 削 減 千円 △ 274,177 △ 1,234,903 △ 1,509,080（ ） （ ）



△ 450
青森県介護支援専門員実務
研修受講試験事業

青森県介護支援専門員実務研修受
講試験の実施

社会福祉法人青森
県社会福祉協議会

△ 0.65

△ 17,182
（再掲　東洋建物管
理株式会社）

（単位：業務量は人工、経費等は千円）

部局等 事 業 名 民 営 化 等 の 事 業 の 内 容
民営化等による
実施主体

平成１６年度における
行政コスト削減

業務量 経費等

警察本部
庁舎管理業務（県本庁舎及び
警察本部庁舎の清掃業務）

　本庁舎及び警察本部庁舎の清掃
業務を、一括委託するとともに、清掃
員の配置等の仕様を見直しした。

（再掲　25,200）

青森県立図書館庁舎管理業
務
（清掃業務）

　県総合社会教育センターとの契約
の一本化及び清掃回数の仕様を見
直しした。

△ 9,240

青森県総合社会教育センター
庁舎管理業務（清掃業務）

　県立図書館との契約の一本化及び
清掃回数の仕様を見直しした。

△ 8,290

5,200

東洋建物管理株式
会社

3,523

東洋建物管理株式
会社

業 務 名 民 間 委 託 の 業 務 の 内 容 委託料及び委託先

（参考）

１　民間委託等の取組実績（平成１６年度）の主なもの

（１）新規（拡充）の民間委託の取組に関する実績（平成１６年度）
（単位：業務量は人工、経費等は千円）

79,047

△ 8.70

平成１６年度における
行政コスト削減

業務量 経費等

△ 49,845特定非営利活動法
人青森県消費者協
会

△ 9,911

青森県消費生活センター業務
（新規）

電話や来所による消費生活苦情相
談受付・処理及び消費者啓発のため
の情報提供等の実施

△ 7,312青森綜合警備保障
株式会社
セコム株式会社

介護実習・普及センター業務
（新規）

県民を対象とした看護・介護講座、
福祉用具の展示・相談等

26,837
△ 1.91

青森県社会福祉協
議会

△ 6.00

県立学校の暖房ボイラー運転
業務（３校）
（新規）

県立学校の暖房ボイラーの運転
（３校）

6,624

△ 3.00 △ 20,784

△ 2.34 △ 10,459
財団法人日本環境
衛生センター

株式会社北都ﾋﾞﾙｼ
ｽﾃﾑ
株式会社有馬動熱
工業所
東洋建物管理株式
会社

△ 13,440

（単位：経費等は千円）

資源投入・廃棄物実態調査
（拡充）

県内の物質循環を把握するための
資源投入データの収集整理及び廃
棄物実態調査

17,997

25,200
庁舎管理業務（県本庁舎及び
警察本部庁舎の清掃業務）

　本庁舎及び警察本部庁舎の清掃
業務を一括委託するとともに、清掃
員の配置等の仕様を見直しした。

平成１６年度における
行政コスト削減

（２）既に実施している民間委託の見直しに関する実績（平成１６年度）

健康福祉
部

部局等

環境生活
部

総務部

教育庁

教育庁

環境生活
部

健康福祉
部

部局等

（３）民営化の実績（平成１６年度）

農林水産
部

教育庁

東洋建物管理株式
会社

委託料及び委託先業 務 名 見 直 し の 内 容

農林水産事務所庁舎警備業
務（３庁舎）
（新規）

夜間、休日等における庁舎の警備

1,219



17 18 19 20

17 18 19 20

各部局

２　民間委託等の実施計画（平成１７年度～平成２０年度）の主なもの

（１）新規（拡充）の民間委託の実施
（単位：業務量は人工、経費等は千円）

平成17年度～20年度
の 行 政 コ ス ト 削 減

業務量 経費等

業 務 名 民 間 委 託 の 業 務 の 内 容
実施予定年度(平成)

部局等

青森県自治研修所の研修実
施業務
（新規）

基本研修、専門研修の実施 ○総務部 △ 7.00 △ 75,751

公の施設の管理運営業務
（新規）

指定管理者制度の導入 ○

青森県立子ども自立センター
みらいの本館庁舎警備業務
（新規）

夜間、休日等における庁舎の警備 ○ △ 3.20 △ 8,360

農林総合研究センター砂丘地
研究施設等維持管理業務
（新規）

砂丘地の研究施設及び試験ほ場の
維持管理

○ △ 2.90 △ 23,752

養護学校の給食調理業務（1
校）
（新規）

養護学校の給食の調理及び提供（１
校） ○ △ 1.00 △ 8,271

八戸工業用水道機器運転監
視業務
（新規）

平日昼間の監視制御盤等の監視・操
作、構内の巡視点検等

○ △ 1.00 △ 18,900

△ 0.60 △ 16,848
職員定期健康診断業務
（拡充）

定期健康診断、法定特殊健康診断
の実施

○

△ 6,100
青森県総合学校教育センター
庁舎管理業務（清掃業務等）

清掃業務、消防用設備等の保守点検業
務について仕様書の変更によるコスト削
減

○

警察本部分庁舎及び警察署
（17署）の自動ドア保守業務

自動ドア保守業務について一体的な委
託等

○ △ 9,132

健康福祉
部

農林水産
部

教育庁

公営企業
局

総務部

部局等

（単位：経費等は千円）

業 務 名 見 直 し の 内 容
実施予定年度(平成)

平成17年度～20年
度の行政コスト削減

（２）既に実施している民間委託の見直し（拡充を伴わないもの）

教育庁

警察本部



17 18 19 20

17 18 19 20

実施目標年度(平成)

○

放置違法駐車車両の確認業
務

放置違法駐車車両の確認

交通事故相談所運営業務
　国庫支出金（交通事故相談所交付金）の状況や他県の
動向を見極めながら、民間委託等の方向で検討する。

○

総務事務センター（仮称）に集
約する内部管理業務【新規業
務】

　平成１９年度に設置予定の総務事務センター（仮称）に
おける給与及び旅費の支給業務等の内部管理業務につ
いての委託の範囲、方法等について検討する。

○

（４）民営化等の実施

（単位：業務量は人工、経費等は千円）

部局等 業 務 名 民 営 化 等 の 事 業 の 内 容
実施予定年度(平成)

平成17年度～20年
度の行政コスト削減

業務量 経費等

△ 25.34 △ 205,160
健康福祉
部

青森県立釜臥荘管理運営事
業

養護老人ホームの運営 ○

△ 1.00 △ 114,092

△ 2.00 △ 17,841
　建築基準法に基づく民間の指定確認
検査機関の制度を充実させ、行政から民
間への移行を段階的に進める。

○
建築確認及び中間・完了検査
事業

全国高等学校ファッションデ
ザイン選手権大会（ファッショ
ン甲子園）開催事業

全国高等学校ファッションデザイン選手
権大会（ファッション甲子園）の実施

○

総務部

警察本部

部局等

環境生活
部

（３）新規（拡充）の民間委託の検討

業 務 名 検 討 の 内 容

青森県知的障害者総合福祉
センターなつどまり管理運営
事業

文化観光
部

県土整備
部

青森県立安生園管理運営事
業

知的障害者援護施設等の運営 ○

△ 424,262

△ 77.35 △ 534,484

○ △ 56.34
青森県立八甲学園管理運営
事業

知的障害児施設の運営

△ 31.34 △ 173,810

健康福祉
部

健康福祉
部

健康福祉
部

養護老人ホームの運営 ○


